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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【交通戦略課】   

 

鉄道整備促進事業費  

 

 

      △49,949 

    （136,500） 

 

財      351 

 

繰      △49,436 

 

㊀      △864 

 

 

 

１ 輸送力・利便性向上整備事業                   △49,085 

 

(1)鉄軌道関連施設整備事業              △39,855 

  39,855 → 0 

   米原市からの事業執行延期の申し出に伴う減額 

 

   JR近江長岡駅 エレベーター等整備 39,855 → 0 

 

(2)信楽高原鐵道線保安設備整備事業        △9,581 

   66,127 → 56,546 

   補助対象事業費の減に伴う減額 

 

地域交通対策費 

 

△4,076 

（252,729） 

 

㊀      △4,076 

 

１ 地方バス等対策事業                            △4,026 

 

  (1)滋賀県コミュニティバス等運行対策費補助金     △4,026 

  204,637 → 200,611 

   補助対象事業費の減に伴う減額 

 

総合交通企画費 

 

453,721 

      (866,021) 

 

国   255,208 

 

起    499,200 

 

㊀     △300,687 

 

 １ 近江鉄道線再構築事業             454,159 

 

  (1)近江鉄道線輸送安全確保事業           463,163 

   526,199 → 989,362 

   国の内示に伴う増額 

 

    線路の重軌条化、木製枕木のPC枕木化、信号機LED化等 

 

  (2)近江鉄道線管理機構負担金            △9,004 

   284,535 → 275,531 

   補助対象事業費の減に伴う減額 
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                                                                                      単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【道路整備課 

 ・道路保全課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

 

△7,988,900 

(43,473,304) 

 

国   △4,450,678 

 

分       13,786 

 

起   △5,003,100 

 

㊀   1,451,092 

 

 

 

１ 補助事業費                    △8,814,250 

 

33,688,292 → 24,874,042 

 

(1) 補助道路整備事業                      △5,762,901 

 

       20,234,283 → 14,471,382 

    国の内示に伴う減額 

 

(2) 補助道路修繕事業費            △2,908,733 

 

13,019,879 → 10,111,146 

    国の内示に伴う減額 

 

(3) 補助雪寒対策事業費              △138,686 

 

425,130 → 286,444 

    国の内示に伴う減額 

 

２ 単独事業費                        825,350 

 

      9,785,012 → 10,610,362 

 

(1) 単独道路改築事業費                 86,950 

 

       2,118,332 → 2,205,282 

    国の内示に伴う増額 

 

(2) 道路補修費                    738,400 

 

       7,526,680 → 8,265,080 

    国の内示および大雪対応に伴う増額 

- 3 -



  

                                                                                         単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

 

道路交通調査費 

 

 

 

 

 

△24,258 

（54,340） 

 

国      △8,000 

 

㊀     △16,258 

 

 

 １ 高規格道路調査費                △24,258 

 

54,340 → 30,082 

   国の内示に伴う減額 

 

   名神名阪連絡道路の優先整備区間検討 

 

 

道路除雪費 

 

 

 

 

 

871,991 

     (863,946) 

 

㊀     871,991 

 

 １ 車道・歩道の除雪費                  871,991 

 

863,946 → 1,735,937 

   除雪作業への対応による増額 

 

   除雪・凍結防止剤散布作業委託等 

 

 

国直轄道路事業費負担金 

 

 

 

 

 

     59,692 

(8,000,000) 

 

起    △479,300 

 

㊀      538,992 

 

１ 国直轄道路事業費負担金                 59,692 

 

8,000,000 → 8,059,692 

   国の通知に伴う増額 

 

   改築系事業、交通安全対策事業 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【都市計画課】 

 

都市計画関係公共事業 

 

 

    △21,961 

(1,871,676) 

 

国      △18,737 

 

分         4,258 

 

起     △58,000 

 

㊀       50,518 

 

 

 １ 補助事業費                    △21,961 

   1,871,676 → 1,849,715 

 

  (1) 補助都市計画街路事業費                      26,730 

        1,145,361 → 1,172,091 

        国の内示に伴う増額 

     

  (2) 補助都市公園事業費                        △32,802 

        706,930 → 674,128 

        国の内示に伴う減額 

 

  (3) 市町都市計画事業調整推進費                △15,889 

        19,385 → 3,496 

        国の内示に伴う減額 

 

 

 

 

単独都市公園事業費 

 

 △104,773 

        (513,105) 

 

起     △166,200 

 

㊀        61,427 

 

 

１  単独都市公園事業費                        △104,773 

513,105 → 408,332 

    金亀公園における事業実績に応じた減額 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【住宅課】 

 

県営住宅関係公共事業 

 

 

△55,974 

(545,044) 

 

国      △21,343 

 

諸           △2 

  

起      △21,400 

 

㊀     △13,229 

 

 

 １ 県営住宅建設事業費               △55,688 

   543,349 → 487,661 

 

(1) 今堀団地第２期建替工事          △55,713 

379,172 → 323,459 

工事の一部見直しおよび入札執行残に伴う減 

 

県営住宅管理費 

 

        △84,844 

        (527,970) 

 

国     △24,390 

 

使      △41,080 

 

財       2,934 

 

諸         623 

 

起      △24,500 

 

㊀         1,569 

 

 

 １ 県営住宅管理費                 △81,737 

   440,739 → 359,002 

 

(1) 県営住宅施設改善工事                 △82,755 

 206,251 → 123,496 

国費の内示および入札執行残に伴う減 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

       80,000 

    (15,460,415) 

 

国      △47,620 

 

起     △621,900 

 

㊀       749,520 

 

 

 １ 補助事業費                   △100,000 

    6,379,235 → 6,279,235 

 

  (1) 補助河川災害関連事業費                   △100,000 

        100,000  → 0 

        本事業に該当する災害が発生しなかったことに伴う減額 

 

 ２ 単独事業費                     180,000 

    9,081,180 → 9,261,180 

 

  (1) みずべ・みらい再生事業費                  180,000 

        4,182,580  → 4,362,580 

        大雪対応に伴う増額 

 

 

港湾関係公共事業 

 

△30,800 

(124,100) 

 

国    △10,000 

 

起    △27,200 

 

㊀         6,400 

 

 １ 補助港湾改修事業費                △30,800 

      124,100 → 93,300 

   国の内示に伴う減額 

 

水源地域対策費 

 

△2,806 

  （65,695） 

 

国    △4,513 

 

起    △4,800 

 

㊀         6,507  

 

１ 水源地域対策費                  6,313 

 

（1）余呉地域振興事業交付金           △3,000 

3,000 → 0 

市事業の進捗状況にあわせた減額 

 

（2）淀川源流・丹生水源地保全事業協力金     9,313 

11,450 → 20,763 

現地調査結果に伴う増額 

 

挑２ 余呉湖周辺施設整備事業費           △9,027 

 

（1）余呉湖周辺施設整備事業費                  △9,027 

13,241 →  4,214 

     事業間調整に伴う減額 
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                                                                                           単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 
説                明 

 

国直轄河川事業費負担金 

 

48,808 

(173,382) 

 

起     31,600 

 

㊀        17,208 

 

 

 １ 国直轄河川事業費負担金                        48,808 

173,382 → 222,190 

国の通知に伴う増額 

 

補助土木施設災害復旧事

業費 

 

△701,580 

(941,660) 

 

国   △413,780 

 

起   △287,800 

 

 

 １ 補助土木施設災害復旧事業費          △701,580 

      941,660 → 240,080 

   本事業に該当する令和６年災が見込みより少なかったこと

に伴う減額および令和４年災の内示に伴う減額 

 

 

  令和４年発生災害                             △198,100 

  令和６年発生災害 応急復旧分           △503,480 

 

 

 

単独土木施設災害復旧事

業費 

 

△45,800 

(50,000) 

 

起      △45,800 

 

 １ 単独土木施設災害復旧事業費           △45,800 

    50,000 → 4,200 

     令和６年災の発生が見込みより少なかったことに伴う減額 

 

   令和６年発生災害 応急復旧分                △45,800 
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